
中国での事業再編における労務上の手続と課題

１）事業再編の方法と従業員の処遇に関する法律

２）従業員の自然減・転籍・一時帰休・解雇

３）経済補償金・残業手当・社会保険料の未払いの問題

４）清算をゴールとした社内手続と留意点

５）労働組合の組織、労働局、労働仲裁委員会の知識

中国事業セミナー

減速経済下での中国事業再編の進め方
～意外と知らない税務・労務手続の盲点～

中国での事業再編における税務上の手続と課題

１）事業再編の選択肢 持分譲渡or清算or破産

２）持分譲渡にかかる税務の取扱と留意すべき事項

３）清算にかかる税務の取扱と留意すべき事項

４）現地法人整理費用における日本本社の取扱い

第１部 １３：３０～１４：５０ （80分） 第２部 １５：００～１６：２０ （80分）

人件費や材料費の高騰、円安の影響を受け、中国事業の業績が悪化し、事業再編を迫られる企業も増加しています。その際に

はいくつかの選択肢がありますが、近年では現地法人の事業の一部移管だけでなく、中国事業からの完全撤退を目指す場合も出

てきています。しかしながら、中国事業の完全撤退にあたっては、進出時の会社設立以上に労力とコストがかかる可能性が高く、

コストを少しでも抑えるためには周到な準備が必要不可欠といえます。本セミナーでは、その中国事業の再編における選択肢を

紹介するとともに、それらの手続や課題について、上海駐在７年以上のコンサルティング経験のある税理士と、約４００社の中

国進出日系企業組織の構築を行なってきた人事労務コンサルタントが税務と労務の両面から解説します。是非ご参加ください。

【講師】 近藤 充
税理士法人 名南経営 税理士
上海納克名南企業管理諮詢有限公司
副総経理

2007年より上海に常駐し、現地法人の会計・税務
コンサルティングを実施。机上の空論ではなく、現
場経験による現地法人の実務に精通している。
2012年からは日本と中国を行き来し、本社と現地法
人全体を考えた提案を行っている。また中国会計・
税務関連の講師も各所で実施している。セミナーの
分かり易さに定評あり。

【講師】 清原 学
株式会社 名南経営コンサルティング
人事労務コンサルティング事業部
中国担当シニアコンサルタント
共同通信社、アメリカＡＴ＆Ｔにて勤務後、財団法人

社会経済生産性本部にて組織人事コンサルティング
に従事。大手エンジニアリング企業の取締役最高人
事責任者（ＣＨＯ）を歴任し、上海・大連・無錫・ホーチ
ミン・香港の駐在を経て、2004年プレシード上海設立。
中国進出日系企業約400社の組織構築、人事制度設
計、労務アドバイザリー、人材育成に携わる。2011年
からは現職にて日本国内での活動も行っている。

受講料無料

お申込み・お問合せ先

大阪中小企業投資育成株式会社

■開催日時／２０１６年 ３月２５日（金） １３：３０～１６：３０
■会場／大阪中小企業投資育成株式会社セミナールーム

（大阪市北区中之島3-3-23 中之島ダイビル28階）

■主催／株式会社名南経営コンサルティング ■定員／50名

会社名 ＴＥＬ

所在地 〒 ＦＡＸ

部 署
役 職

フリガナ
受講者氏名
(Ｅ－mail)

ＦＡＸ ０６－６４５９－１７０３ （番号違いにご注意ください）

当該参加申込の情報は本ﾌｫｰﾗﾑ講師機関と共有利用いたしますが、ﾌｫｰﾗﾑのご案内以外の目的で利用することはありません。

「減速経済下での中国事業再編の進め方」（Ｈ28/3/25）申込書 ～後日受付書をＦＡＸいたします

☆お問合せは、大阪中小企業投資育成株式会社 担当／石田・森下 TEL０６－６４５９－１７００
〒530-6128 大阪市北区中之島3-3-23 中之島ダイビル28階


